
 

  

  

  

ⅠⅠ  平平成成２２３３年年度度予予算算のの全全体体像像  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

労働政策関係予算の主要事項 

平成 23 年度 



１ 

 

 

 

（単位：億円） 

 

 

年金

103,847億円 36.4%

医療

99,250億円 34.8%

介護

22,037億円

7.7%

福祉等 57,473億円

20.2%

雇用

2,547億円 0.9%

 

平成２２年度 

予  算  額 

（Ａ） 

平成２３年度 

予  算  額 

（Ｂ） 

増 △ 減 額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増 △ 減 率 

（Ｃ）／（Ａ） 

社会保障関係費 ２７０，７９３ ２８５，１５３ １４，３６０ ５．３％ 

  年  金 １０１，３５４ １０３，８４７ ２，４９３ ２．５％ 

  医  療 ９４，５９４ ９９，２５０ ４，６５５ ４．９％ 

  介  護 ２０，８０３ ２２，０３７ １，２３３ ５．９％ 

  福 祉 等 ５０，７８０ ５７，４７３ ６，６９３ １３．２％ 

  雇  用 ３，２６２ ２，５４７ △７１５ △２１．９％ 

平平成成２２３３年年度度  厚厚生生労労働働省省一一般般会会計計予予算算  

社社会会保保障障関関係係費費のの内内訳訳  

 

 



２ 

 

 

    

（単位：億円)  

 

 

（注１）平成 22 年度予算額は、当初予算額である。 

（注２）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別会計に

おいては、徴収勘定を除いたものである。 

（注３）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区  分 

平 成 2 2 年 度 

予  算  額 

（Ａ） 

平 成 2 3 年 度 

予 算 額 

（Ｂ） 

増△減額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 

 

（Ｃ）／（Ａ） 

特 別 会 計 ８４２，６９３ 

 

８３８，５６３ 

 

△４，１３０ △０．５％ 

 

労働保険 

特別会計 
５３，０７８ ４２，５６９ △１０，５０９ △１９．８％ 

年金特別会計 ７８９，６１５ ７９５，９９４ ６，３７８ ０．８％ 

特別会計 



３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ  平成２３年度予算のポイント 
 

（労働政策関係） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 

 

 

    
  

＜＜主主なな施施策策＞＞  
  

○○  育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 

               ９９７７億億円円（（９９８８億億円円））  

・短時間勤務者や育児休業取得者等に関する処遇等のベストプラクティスを普及。 

・賃金等の処遇や代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う 

両立支援アドバイザー（仮称）（新規）を都道府県労働局に配置（107人）。 

・両立支援に取り組む事業主に対し、中小企業に重点を置いて助成金を支給。 

・「イクメンプロジェクト」の実施により、男性の育児休業取得を促進する社 

会的気運を醸成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子育てに関す

る支援策を充実させるなど、総合的な子ども・子育て支援を推進する。 

 

安安心心ししてて子子どどももをを産産みみ育育ててるるここととののででききるる環環境境のの整整備備  

 



５ 

 

 

 

 

 

 

 

    
  

＜＜主主なな施施策策＞＞  
  

○○  求職者支援制度の創設                ７７７７５５億億円円（（５５５５億億円円））   

・雇用保険(失業給付)を受給できない方に、無料の職業訓練や訓練期間中の生活 

支援のための給付(10万円/月)を行う制度を恒久化（求職者支援制度の創設）。 

・ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支 

援が必要と判断される方への担当者制によるマンツーマン支援を実施。 

 

○○  雇用保険の機能強化             ２２，，１１４４７７億億円円（（３３，，００００２２億億円円））  

・雇用保険制度において、基本手当の充実や早期再就職のインセンティブの強化 

によりセーフティネットとしての機能強化を図る。 

 

※ 失業等給付費として、2 兆 298 億円（2 兆 6,790 億円）を計上。 

   

○○  最低賃金引上げに向けた中小企業への支援事業【特別枠】（新規） 

         ５５００億億円円  

・賃金引上げに取り組む中小企業の経営面と労働面の相談等にワン・ストップ 

で対応する相談窓口を全国（167箇所）に設置。 

・最低賃金引上げの影響が大きい 13業界の全国規模の業界団体が、賃金底上 

げを図るための取組を行う場合に助成（上限 2,000万円、15 団体）。 

 

・ 最低賃金 700円以下の地域の中小企業が、賃金を計画的に 800円以上に引き上

げ、労働能率の増進に資する設備導入等を行う場合に助成(助成率 1／2)(※)。 

※ 対象：地域別最低賃金 700円以下の 34 道県、約 7,500企業 

  支給要件：１年当たり 40円以上の賃金引上げなど 

 

 

現下の雇用情勢は、持ち直しの動きが見られるものの、依然として厳しい状況にある。 

このような状況のなかで、ハローワークの職業紹介、雇用保険、雇用管理指導等の充

実・強化に加え、積極的就労・生活支援対策、非正規労働者の正社員化の推進、職業能

力開発の充実強化を図る。 

また、国民が未来に対し希望を持って安心して働くことのできる社会の実現のため、最

低賃金の引上げの推進、労働者の心身の健康確保のための対策等を実施する。 

 

厳厳ししいい経経済済環環境境下下ににおおけけるる雇雇用用・・労労働働政政策策のの推推進進 



６ 

 

○○  新卒者、既卒者の就職支援                 １１１１００億億円円（（５５２２億億円円））  

・新卒者･既卒者専門の「新卒応援ハローワーク」の一層の活用を促進。 

・平成 22年度に倍増（928人→2,003人）した「学卒ジョブサポーター」によ 

る高校・大学等と一体となった就職支援や中小企業とのマッチング等の推進。 

 

○○  自治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援（「福祉から就労」

支援事業）                            ３３５５億億円円（（３３２２億億円円））  

・地方自治体とハローワークが協定を締結し、地方自治体とハローワークの担当 

者により構成する支援チームが、生活保護受給者、住宅手当受給者、障害者等へ 

の支援プランを策定し、個別求人開拓や担当者制による職業相談等を実施。 

 

○○ 雇用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成の

ための職業訓練の充実強化              ３３１１７７億億円円（（３３００８８億億円円））  

・国や各地域に、関係機関による協議の場を設定し、そこでの協議を経て、人 

材ニーズを踏まえた訓練計画等を毎年取りまとめる仕組みを創設。 

・大学・短大等の学校教育機関を含む多様な訓練機関を活用し、介護・福祉、 

医療、情報通信等の成長分野における職業訓練を推進。 

 

○○ 障害者に対する就労支援の推進          ２２３３３３億億円円（（２２３３００億億円円）） 

・障害者に対する就業面、生活面の双方からの支援を強化するため「障害者就 

業・生活支援センター」を拡充（282箇所→322箇所）。 

・ハローワークに精神障害者の雇用に関する総合的かつ継続的な支援を行う専 

門家を配置し、精神障害者への専門的支援体制を充実。  

  

○○  メンタルヘルス対策の推進                ３３６６億億円円（（３３００億億円円））  

・メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるストレス等の要因に対 

して、働く方や職場において適切な対応が実施されるようにするとともに、 

事業場への支援体制を整備。 

・業務上のストレスにより精神障害にり患した労働者への労災認定の迅速化を 

図るため、労災認定の基準を見直し。 

 

 

※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への 

保険給付等として 9,034億円（9,094 億円）を計上。 



７ 

 

（参考）【平成22年度経済危機対応・地域活性化予備費、平成22年度補正予算】 

○  新卒者就職実現プロジェクト                  予備費１２０億円、補正予算４９５億円 

・「経済危機対応・地域活性化予備費」において「３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大 

奨励金」・「３年以内既卒者トライアル雇用奨励金」（「新卒者就職実現プロジェクト」） 

を創設し、補正予算において積み増しし、平成 23年度末まで延長。 

・補正予算において、「既卒者育成支援奨励金」を創設し、長期の育成支援が必要な者を 

支援。 

 

＜各奨励金の具体的な内容＞ 

  ・３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金：正規雇用から６か月後に 100万円 

  ・３年以内既卒者トライアル雇用奨励金：有期雇用（原則３か月）１人月 10万円、正 

   規雇用から３か月後に 50万円 

  ・既卒者育成支援奨励金：有期雇用（原則６か月）１人月 10万円、そのうち Off-JT期 

間（３か月）は各月５万円を上限に実費を上乗せ、正規雇用から３か月後に 50万円 

 

○  緊急人材育成支援事業の延長                              １，０００億円 

・雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活給付を行う 

「緊急人材育成支援事業」について、「求職者支援制度」の制度化までの間延長。 
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９ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅲ  主 要 事 項 
 

（労働政策関係） 
 

 

 

  

- 1 - 



１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、短時間勤務者や育児休業取

得者等に関する処遇等のベストプラクティスの普及等を行うとともに、賃金等の処遇

や代替要員の配置等の雇用管理改善に向けたアドバイスを行う両立支援アドバイザー

（仮称）（新規）を都道府県労働局に配置（107人）する。 

また、両立支援に取り組む事業主に対し、中小企業に重点を置いて助成金を支給す

るとともに、「イクメンプロジェクト」の実施により男性の育児休業取得を促進する社

会的な気運を醸成する。 

  

安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備 

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子育てに関する支援

策を充実させるなど、総合的な子ども・子育て支援を推進する。 

○ 育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 

                   ９７億円（９８億円） 



１１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）求職者支援制度の創設と担当者制による就職促進     ７７５億円（５５億円） 

雇用保険(失業給付）を受給できない方々に、無料の職業訓練や訓練期間中の生活支

援のための給付（10万円/月）を行う制度を恒久化する（求職者支援制度の創設）。 

また、ハローワークにおいて、訓練終了後の就職の実現に向けて、きめ細かな支援

が必要と判断される方への担当者制によるマンツーマン支援を行う。 

 

 

 

 

 

（２）雇用保険の機能強化                       ２，１４７億円（３，００２億円） 

雇用保険制度において、基本手当の充実や早期再就職のインセンティブの強化によ

りセーフティネットとしての機能強化を図る。 

※ 基本手当の日額の上下限等の引上げ（例 現行の下限 1,600円 → 1,856円） 

※ 再就職手当の給付率の引上げ（例 支給残日数2／3以上の給付率：現行（法律本

則30％、暫定措置50％）→ 60％に引き上げた上で恒久化） 

 

※ 失業等給付費として、2兆 298億円（2 兆 6,790億円）を計上。 

   

（３）民間を活用した求職活動の促進（就職活動準備事業）（新規）         ５億円 

就職に対する準備不足等から求職者支援制度の職業訓練の受講によりただちに効果

が得にくいと考えられる求職者について、民間に委託して、意欲・能力の向上のため

の個別カウンセリング、生活指導等や職業紹介を実施し、求職者支援制度への円滑な

移行や就職促進を図る。 

 

 

厳厳ししいい経経済済環環境境下下ににおおけけるる雇雇用用・・生生活活安安定定のの確確保保  

現下の雇用情勢は、持ち直しの動きが見られるものの、依然として厳しい状況にある。 

このような状況のなかで、ハローワークの職業紹介、雇用保険、雇用管理指導等の充実・

強化に加え、積極的就労・生活支援対策、非正規労働者の正社員化の推進、職業能力開発

の充実強化を図る。また、若者・女性・高齢者・障害者等の就業実現や地域対策等ニーズに

応じたきめ細やかな支援策を実施し、雇用の「量」の拡大を図る。 

 

１ ハローワークを拠点とした積極的就労・生活支援対策（ポジティ 

ブ・ウェルフェアの推進）        ３，０９２億円（３，２５５億円） 

 

 

（参考）【平成 22年度補正予算】 

○ 緊急人材育成支援事業の延長                             １，０００億円 

 雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活給付を行う

「緊急人材育成支援事業」について、「求職者支援制度」の制度化までの間延長する。 



１２ 

 

（４）自治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援（「福祉から就労」支援事業） 

３５億円（３２億円） 

生活保護等の福祉を担う地方自治体と就労支援を担うハローワークが協定（支援の

対象者、支援手法、両者の役割分担等）を締結して、地方自治体とハローワークの担

当者により構成する支援チームが、対象となる生活保護受給者、住宅手当受給者、障

害者等それぞれへの支援プランを策定し、個別求人開拓や担当者制による職業相談な

ど、積極的な就労支援を行う。 

 

（５）パーソナル・サポート・モデルプロジェクトの実施                 ３．９億円 

自立に向けて個別的かつ継続的な支援を必要とする求職者へ、生活支援から就労支

援までの一貫した寄り添い型の支援を行う「パーソナル・サポーター」と一体となっ

て、担当者制によるきめ細かな職業相談・職業紹介を行う「就職支援ナビゲーター」（80

人）を求職者総合支援センター等に配置する。 

 

 

 

 

 

 

(６）ハローワークにおける住居確保に関する支援            １２億円（１２億円） 

「住居・生活支援アドバイザー」（263名）がハローワークにおいて、住宅手当の申

請書類の作成助言を行う等により、求職者への住居確保に関する支援を実施する。 

 

（７）メンタルヘルス相談機能、多重債務相談機能等の強化    ４億円（２．４億円） 

福祉関係者や弁護士会等の民間専門家との連携体制を構築し、自殺対策も含めたメ

ンタルヘルス相談や多重債務相談等を、非正規労働者総合支援センター及び同コーナ

ーに加え、全国の主要なハローワークにおいて実施し、求職者に対する総合生活相談

機能の強化を図る。 

 

（８）地域生活福祉・就労支援協議会によるワンストップ・サービスの推進（新規） 

                                                          １．３億円 

第二のセーフティネット支援施策等を効果的に実施するため、「地域生活福祉・就労

支援協議会」を開催し、地域におけるワンストップ・サービス関係機関の一層の連携

強化を図る。 

 

 

 

（参考）【平成 22年度経済危機対応・地域活性化予備費】 

○パーソナル・サポート・モデル事業                             ２９億円 

パーソナル・サポート・サービスの制度化に向け、現場レベルでノウハウを蓄積

するため、全国 19 地域において、平成 23 年度までのモデル事業(パーソナル・サ

ポーターの配置等)を実施する。 



１３ 

 

（９）介護・福祉、医療等の分野における雇用創出         １０４億円（１４９億円） 

介護・福祉、医療等の分野について、雇用創出の基金事業の活用や、事業主に対す

る人材確保の支援等の実施により、地域における雇用創出を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）ハローワークにおける年金相談のための支援（新規）           １．６億円 

ハローワークにおいて、雇用保険と年金等に関する相談にワンストップで対応する

取組を実施する。 

 

 

 

 

 

（１）在職中の非正規労働者の均衡待遇・正社員化の推進    ２６億円（２８億円） 

中小企業雇用安定化奨励金及び短時間労働者均衡待遇推進等助成金を整理・統合し

て、「均衡待遇・正社員化推進奨励金」を創設し、有期契約労働者やパートタイム労働

者の均衡待遇、正社員への転換を一体的に推進するとともに、短時間正社員を奨励対

象として、その普及を図る。 

 

（２）失業者の正社員就職支援（新規）                       ４８億円 

ハローワークに、「求人開拓推進員」（1,600 名）を配置し、非正規求人からの転換

も含めた正社員の求人確保を積極的に行い、正社員就職を促進する。 

 

（３）有期契約労働者の労働条件に関する施策の在り方の検討（新規） １０百万円 

有期契約労働者の雇用・就業の実態等について調査を行うとともに、有期契約労働

者の労働条件に関する施策の在り方を検討する。 

 

２ 非正規労働者の多様な形態による正社員化の推進対策 

                              １９４億円（８１億円） 

 

 

（参考）【平成 22年度経済危機対応・地域活性化予備費、平成 22年度補正予算】 

○ 重点分野雇用創造事業の拡充        予備費１，０００億円、補正予算１，０００億円 

地域において、介護をはじめとした成長分野における雇用創出・人材育成の取組 

を促進するため、平成22年度末までの事業の実施期間を平成23年度（一部平成24年 

度）まで延長する等拡充を行う。 

 

○ 成長分野等人材育成支援事業の創設                     補正予算５００億円 

健康、環境分野や関連するものづくり分野に、労働者を雇い入れ又は異分野から 

の配置転換を行った事業主が訓練を実施する場合の実費を支援する（上限20万円）。 



１４ 

 

（４）労働者派遣法の改正による均衡待遇の推進等       １１６億円（４８億円） 

改正労働者派遣法案が成立した場合には、これに基づく均衡待遇の配慮義務規定の

周知・指導を行うとともに、「派遣労働者雇用安定化特別奨励金」（一人 100 万円（有

期雇用 50万円）（大企業は半額））を活用し、派遣先における派遣労働者の直接雇用を

促進する。また、違法派遣の適正化を図るため、指導監督を徹底する。 

 

（５）非正規労働者の労働条件の確保等                 ３．７億円（３．９億円） 

非正規労働者の労働条件の確保や改善対策の推進のため、労働基準法等に基づく指

導を徹底するとともに、労働契約法、パートタイム労働法他関係法令に関する周知、

啓発指導を実施する。 

 

 

 

 

 

（１）雇用のセーフティネット機能の強化・成長分野を支える人材の育成のための職 

業訓練の充実強化                        ３１７億円（３０８億円） 

①人材ニーズを踏まえた計画的な人材育成の推進（新規）               ５４百万円 

国や各地域に、関係機関による協議の場（都道府県、労働局、教育訓練機関、労

使団体、学識経験者、その他関係機関等により構成）を設定し、そこでの協議を経

て、公共職業訓練や求職者支援制度における職業訓練について、都道府県と共同し

て、人材ニーズを踏まえた訓練計画（分野、規模等）等を毎年取りまとめる仕組み

を創設する。 

 

②介護・福祉、医療等の分野における職業訓練の推進等         ３１６億円（３０７億円） 

大学・短大等の学校教育機関を含む多様な訓練機関を活用し、介護・福祉、医療、

情報通信等の成長分野における職業訓練を推進する。また、民間活用と就職実績に

応じた支払制度の組合せにより、職業訓練の効果を向上させ、訓練修了者の就職の

一層の促進を図る。 

 

③国際標準化等の動向を踏まえた教育訓練の質保証のための取組の推進 

２１百万円（２６百万円） 

教育訓練サービス分野における国際標準化等の動向を踏まえ、我が国における教

育訓練の質を保証するための取組を引き続き推進する。 

 

 

 

３ 人材ニーズに対応した職業能力開発の充実強化 

                             ４５３億円（４９５億円） 

 

 

 



１５ 

 

（２）教育訓練と結びついた実践的な職業能力の評価制度の構築 

                                      １２４億円（１７０億円） 

①ジョブ・カード制度の推進                                   １０７億円（１５３億円） 

フリーター等の正社員経験の尐ない方等を対象に、企業実習と座学を組み合わせ

た実践的な職業訓練の機会を提供し、企業からの評価結果をジョブ・カードに取り

まとめることにより正社員へと導く「ジョブ・カード制度」を着実に実施するとと

もに、モデル評価シートの拡充等を図る。また、ハローワークにおけるキャリア・

コンサルティング機能の強化を図るとともに、公共職業訓練受講者や求職者支援制

度における訓練受講者等へのジョブ・カードの取得を推進するため、民間教育訓練

機関や「ジョブ・カード企業支援センター（仮称）」へのキャリア・コンサルタント

の配置を推進する。 

 

②職業能力評価基準の整備及び活用促進等               ２．９億円（２．６億円） 

職種ごとに必要とされる能力要件を明確化した職業能力評価基準の策定を推進す

る。また、職業能力評価基準が策定済みの業種を対象として、レベルごとの能力を習

得するための訓練カリキュラムと、能力評価のシステムの開発・構築を一体的に進め

る。 

 

③技能検定制度の整備                                  １５億円（１６億円） 

社会的ニーズを踏まえた技能検定職種の統廃合等の推進、民間機関の活力の活用

促進、産業技術の高度化等に対応した検定基準の見直しを引き続き実施する。 

 

（３）職業生涯を通じたキャリア形成支援の一層の推進      １３億円（１８億円） 

①企業のキャリア形成体制の強化                        ４．４億円（５．５億円） 

キャリア形成支援に取り組む企業を支援するため、企業訪問等による助言・情報

提供、キャリア健診等を用いたキャリア形成支援に係る課題の明確化・専門的助言、

職業能力開発推進者等を対象とした講習の実施に併せて、企業のキャリア形成支

援・人材育成事例の収集・分析・評価を行う等の総合的な取組を展開する。 

 

②労働者の自発的な能力開発のための助成措置の活用促進    ６０百万円（７２百万円） 

労働者の自発的な能力開発を支援するため、事業主が労働者の行う自発的な職業

能力開発に必要な経費等を負担した場合の助成措置について、都道府県労働局・事

業主団体等を通じた周知広報を通じ、活用促進する。 

 

 

 

 



１６ 

 

③学校教育段階からのキャリア形成支援の推進             １６百万円（２２百万円） 

本格的な進路決定の前段階にある中学校段階に焦点を当て、実践的なキャリア教

育を担う専門人材を養成するための講習事業を推進する。 

 

④キャリア・コンサルタントの専門性の一層の向上、キャリア・コンサルティングの活用促進 

                         １．１億円（７９百万円） 

民間教育訓練機関のスタッフ等を重点としたジョブ・カード交付の担い手を育成

する「ジョブ・カード講習」の拡大実施、キャリア・コンサルタントの指導者養成

等を通じ、キャリア・コンサルタントの専門性の一層の向上、キャリア・コンサル

ティングの活用を促進する。 

 

⑤ものづくり立国の推進                                ７．１億円（９．６億円） 

技能五輪等の各種技能競技大会の実施、「技能五輪国際大会」への選手派遣支援等

を通じて、若年者に対する技能の魅力や重要性の啓発を図る。また、業界等の特性

に応じ、創意工夫の下に技能者の地位向上をはじめとする技能振興・継承に取り組

む事業に対し、取組を支援する。 

 

 

 

 

（１）新卒者、既卒者の就職支援                   １１０億円（５２億円） 

①学卒ジョブサポーターの活用等                        １０２億円（５２億円） 

平成 22年度に「経済危機対応・地域活性化予備費」や補正予算により倍増した「学

卒ジョブサポーター」（928人→2,003人）を引き続きハローワークに配置し、求人

の確保等就職面接会の開催への協力や大学主催の企業説明会等への出張による就職

活動の相談等、高校・大学等と一体となった就職支援や中小企業とのマッチングを

進める。 

また、保護者等も含めた在学中からの働く意義や職業生活についての講習、地元

企業を活用した高校内企業説明会、関係者への積極的な情報発信等を実施するとと

もに、新卒者の求人確保に向けて強力に取り組むなどにより、新卒者・既卒者の就

職支援を一層推進する。 

 

 

 

 

 

 

４ 若年者の就職促進、自立支援対策     ３９５億円（４３０億円） 

 

 

 



１７ 

 

②新卒者就職応援本部・新卒応援ハローワークの活用等        ８．２億円 

卒業後３年以内の既卒者の就職を促進するための奨励金を支給する「新卒者就職

実現プロジェクト」の活用を図るとともに、全都道府県に設置した新卒者・既卒者

専門の「新卒応援ハローワーク」の周知を進め、一層の活用促進を図り、新卒者・

既卒者の就職を支援する。 

また、地域の実情を踏まえた効果的な就職支援を実施するため、ハローワーク、

地方公共団体、労働界、産業界、学校等の関係者を構成員とする「新卒者就職応援

本部」の活用を図り、地域の関係機関等の連携による新卒者・既卒者の就職支援を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）フリーター等の正規雇用化の推進              ２０３億円（２４１億円） 

ハローワークに「就職支援ナビゲーター」を配置(398名)し、担当者制による個別

支援を徹底するとともに、平成 22年度補正予算により実施した、フリーター等を一定

の有期雇用を経て正規雇用で採用する企業に対する奨励措置の拡充（有期雇用：１人

４万円・最大３か月。その後正規雇用へ移行した場合：中小企業 100 万円、大企業 50

万円。対象者：25歳以上～40歳未満→40歳未満）等により、フリーター等の正規雇用

化に向けた取組の一層の推進を図る。 

 

（３）ニート等の若者の職業的自立支援の強化            ２０億円（１９億円） 

「地域若者サポートステーション事業」について、NPO等を活用し、その設置拠点

を拡充（100箇所→110 箇所）するとともに、アウトリーチ（訪問支援）による支援窓

口への誘導体制を整備し、ニート等の縮減を図る。 

 

 

（参考）【平成 22年度経済危機対応・地域活性化予備費、平成 22年度補正予算】 

○ 新卒者就職実現プロジェクト                予備費１２０億、補正予算４９５億円 

「経済危機対応・地域活性化予備費」において「３年以内既卒者（新卒扱い）採用

拡大奨励金」・「３年以内既卒者トライアル雇用奨励金」（「新卒者就職実現プロジェ

クト」）を創設し、補正予算において積み増しし、平成 23年度末まで延長する。             

また、補正予算において「既卒者育成支援奨励金」を創設し、長期の育成支援が

必要な者への支援を行う。 

 
 ＜各奨励金の具体的な内容＞ 

  ・３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金：正規雇用から６か月後に 100万円 

  ・３年以内既卒者トライアル雇用奨励金：有期雇用（原則３か月）１人月 10万円、正 

   規雇用から３か月後に 50万円 

  ・既卒者育成支援奨励金：有期雇用（原則６か月）１人月 10万円、そのうち Off-JT期間 

（３か月）は各月５万円を上限に実費を上乗せ、正規雇用から３か月後に 50万円 

 



１８ 

 

（４）就業実現に向けた学校教育段階からの支援の推進（再掲・３７ページ参照）                       

８７億円（３７億円） 

保護者等も含めた在学中からの働く意義や職業生活についての講習等、就職に向け

た支援の実施などにより、学校教育段階からの就業支援を推進する。 

 

 

 

 

（１）育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 

（再掲）                                       ９７億円（９８億円） 

 

（２）男女雇用機会均等対策の推進                  ５．６億円（７億円） 

男女雇用機会均等法に基づく配置・昇進等の性差別禁止に関する事業主指導を強化

する。また、男女労働者の間に事実上生じている格差に対する認識を促すため、使用

者団体・業種別団体、労働組合と連携のもと格差の「見える化」を推進するとともに、

格差解消のためのポジティブ・アクションを促進する。 

 

（３）マザーズハローワーク事業の拡充               ２２億円（２１億円） 

事業拠点の増設（163箇所→168箇所）等、マザーズハローワーク事業を拡充する。 

 

 

 

 
 
（１）希望すればいくつになっても働ける高齢者雇用の促進   

１３８億円（１８３億円） 

高年齢者雇用確保措置の着実な実施を図る。また、希望者全員が 65歳まで働ける制

度や70歳まで働ける制度の導入に取り組む中小企業事業主への助成（160万円を上限）、

定年の引上げ等に合わせて高年齢者の職域拡大や雇用管理制度の構築等に取り組む事

業主に対する助成（経費の 1／3、500万円を上限）等を実施する。 

 

（２）企業雇用以外の多様な働き方の促進            １０１億円（１２５億円） 

シルバー人材センターにおいて、教育・子育て・介護・環境の分野を重点に、地域

社会のニーズに応じた新たな就業機会を創出するなど、企業雇用以外の多様な働き方

を促進する。 

 

 

５ 女性の就業希望等の実現          １２５億円（１２６億円） 
 
 

 

 

６ いくつになっても働くことができるようにする対策 
                             ３０３億円（３８６億円） 
 

 

 



１９ 

 

 

 

 

（１）雇用率達成指導、地域の就労支援の強化等          ７８億円（８１億円） 

法定雇用率未達成の企業や公的機関に対する指導を強化するとともに、障害者の就

業面、生活面の双方からの支援を強化するため「障害者就業・生活支援センター」を

拡充（282箇所→322 箇所）する。 

 

（２）障害特性や働き方に応じた支援策の充実・強化       ２７億円（２１億円） 

ハローワークに精神障害者の雇用に関する総合的かつ継続的な支援を行う専門家を

配置し、精神障害者への専門的支援体制の充実を図るほか、公的機関における障害者

のチャレンジ雇用の一層の促進や在宅就業支援制度の更なる活用促進を図る。 

 

（３）障害者の職業能力開発支援の強化               ５６億円（６０億円） 

職業意識の啓発や就職に要する職業能力の付与等を行う座学訓練と、企業における

実習を組み合わせた、障害者向けの日本版デュアルシステムを導入する。また、在宅

就業支援団体等関係機関との緊密な連携の構築の下に、障害者の雇用・就業のニーズ

に応じた訓練機会を確保するため、委託訓練の活用等必要な施策を推進する。 

 

 

 

 

（１）地域における創意工夫を活かした雇用創造の推進    ２３４億円（２４０億円） 

雇用創出の基金事業により、将来の成長分野と見込まれる分野について雇用創造を

図る。また、地域雇用創造推進事業等を活用するとともに、「新しい公共」に対する支

援の在り方を検討し、地域の自主性及び創意工夫を活かした雇用創造を推進する。 

 

（２）介護分野の雇用支援等                           １０４億円（１４９億円） 

介護労働者の雇用管理の改善や人材確保に取り組む事業主に対し、人材確保や相談

援助等の効率的な支援を実施する。 

 

（３）雇用調整助成金の支給の適正化          ３，９２７億円（７，３１９億円） 

企業の休業、教育訓練、出向による雇用維持の取組を支援するための「雇用調整助

成金」（手当、賃金の 2／3を助成）や「中小企業緊急雇用安定助成金」（手当、賃金の

4／5 を助成）について、教育訓練費の額を見直すとともに、適正な支給に向けた体制

の整備を図る。 

  

７ 障害者に対する就労支援の推進      ２３３億円（２３０億円）    
 
 

 

 

８ 地域雇用創造と雇用支援       ４，２６４億円（７，７０８億円） 
 
 

 

 



２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）最低賃金引上げに向けた中小企業への支援 （新規）          ５０億円 

「雇用戦略対話」における合意を踏まえ、労使関係者とも調整を行いつつ、最低賃

金の引上げの円滑な実施を図るため、地域の中小企業団体に、生産性の向上等の経営

改善に取り組む中小企業の労働条件管理などの相談等について、中小企業庁が実施す

る支援事業と連携を図りながら、ワン・ストップで対応する相談窓口（全国 167箇所）

を設ける。 

また、業種別中小企業団体が賃金底上げを図るための取組等を行う場合に助成（上

限 2,000万円、15団体）を行う。 

さらに、最低賃金の引上げに先行して、賃金を計画的に 800円以上に引き上げ、こ

れに併せて就業規則の作成、労働能率の増進に資する設備の導入等を行う場合に助成

（1／2）を行う（最低賃金額が 700円以下の 34道県、約 7,500企業を対象。１年当た

り 40円以上の賃金引上げなどが支給要件）。 

 

（２）最低賃金の遵守の徹底                    ５．７億円（６．６億円） 

最低賃金の引上げに伴い、各種広報媒体の活用による周知や最低賃金の履行確保上

問題があると考えられる地域、業種等の事業場を対象として監督指導を実施すること

により、国民に最低賃金の周知・徹底を図る。 

 

 

 

 

（１）育児休業、短時間勤務等を利用しやすい職場環境の整備 

（再掲）                                       ９７億円（９８億円） 

        

 

 

 

 

安心して働くことのできる環境整備 

国民が未来に対し希望を持って安心して働くことのできる社会の実現のため、最低賃金の

引上げの推進、ワーク・ライフ・バランス対策及び労働者の心身の健康確保のための対策等

を実施する。 

 

１ 最低賃金の引上げ                ５６億円（６．６億円） 

          

２ ワーク・ライフ・バランス対策         １１６億円（１２１億円）                



２１ 

 

（２）年次有給休暇の取得促進、労働時間の短縮         １６億円（２０億円） 

労使の自主的な取組を促進するため、年次有給休暇の計画的付与制度の導入や長時

間労働の抑制等の具体的な取組方法について業種、企業の特性に応じたコンサルティ

ングを実施するなどきめ細かな技術的援助を行う。また、労使が話し合って年次有給

休暇の取得率向上に取り組み、顕著な成果を上げた事業主への助成の充実を図るとと

もに、長時間労働が認められる事業主に対して重点的な監督指導を行う。 

 

（３）短時間正社員制度の導入・定着の促進（一部再掲） 

１．５億円（１．５億円） 

「短時間正社員制度」の導入・定着を促進するため、助成措置による支援とともに、

導入企業の具体的事例に基づくノウハウの提供等を行う。 

 

（４）適正な労働条件下でのテレワークの推進           ４４百万円（６０百万円） 

「テレワーク相談センター」における相談対応や「テレワーク・セミナー」の開催

とともに、テレワークを導入している企業の事例を盛り込むなどにより、適切な労働

時間管理を行うためのマニュアルを作成し、これらの活用を通じて適正な労働条件下

でのテレワークの普及促進を図る。 

 

（５）良好な在宅就業環境の確保                      ４２百万円（６３百万円） 

良好な在宅就業環境の整備を図るため、「在宅ワークの適正な実施のためのガイドラ

イン」の周知を図るとともに、在宅就業者等へのスキルアップ支援等や在宅就業の仲

介機関、在宅就業者それぞれの連携等を促進する。 

 

 

 

 

（１）メンタルヘルス対策の推進                     ３６億円（３０億円） 

メンタルヘルス不調の発生防止のため、職場におけるストレス等の要因に対して、

働く方や職場において適切な対応が実施されるようにするとともに、事業場への支援

体制の整備を行う。また、業務上のストレスにより精神障害にり患した労働者への労

災認定の迅速化を図るため、労災認定の基準を見直す。 

 

（２）職場における受動喫煙防止対策の推進（新規）             ４．３億円 

事業者による職場における受動喫煙防止に向けた取組の強化を図るとともに、効果

的な分煙対策のための技術的指導、財政的支援を実施する。 

 

 

３ 労働者の健康確保対策              ６８億円（５６億円）             



２２ 

 

（３）機械譲渡時における機械の危険情報の提供の推進   

６２百万円（２７百万円） 

機械使用事業場において機械設備のリスクアセスメントを円滑に行うため、機械製

造者による残留リスク等の危険情報の提供の促進を図るとともに、機械製造者の取組

に対する支援を実施する。 

 

（４）職場における化学物質管理等の推進              ２７億円（２６億円） 

化学物質の適切な管理を推進するため、化学物質の危険有害性情報を記載すべき物

質の拡大、リスク管理手法の導入等を図るとともに、石綿による健康障害の防止を図

る。 

 

 

 

 

（１）情報提供機能の強化（新規）                         ３百万円 

企業や労働者に役立つ制度や施策をアピールするため、人事・労務部門の担当者等

にメールマガジンを発行し、各制度や施策が効果的に活用されるよう取り組む。 

 

（２）労働関係法令の履行確保及び個別労働紛争の解決促進 

                                        ２０億円（２０億円） 

労働基準関係法令の履行確保のため、労働基準関係行政の強化を図る。また、増加

を続ける個別労働紛争（個々の労働者と事業主との間における職場のトラブル）の円

滑かつ迅速な解決を促進するため、適切な窓口サービスを実施するための体制の強化

（総合労働相談員 759 名→809名）や一層の業務効率化を図る。 

 

（３）働く人たちのためのルールに関する教育の実施    ２２百万円（１９百万円） 

増加している個別労働紛争の未然防止、早期解決を図るため、労働者等に対し、労

働契約法等の労働関係法令の教育、情報提供等を実施する。 

 

（４）労働保険の適用促進及び適正徴収               １７億円（１２億円） 

労働者のセーフティネットである労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平を期

するため、労働保険の未手続事業一掃対策を推進するとともに、口座振替制度の拡大

や労働保険料の適正徴収に取り組む。特に、非正規労働者への雇用保険の適用範囲の

拡大（６か月以上→31 日以上）について、事業主に対する周知等を通じて、着実な実

施に取り組む。 

 

（５）働きやすい職場環境の推進（新規）                    ５３百万円 

４ 労働関係法令の履行確保等           ４７億円（３３億円）             



２３ 

 

職場におけるいじめ・嫌がらせに対する労使を含めた国民的な問題意識を共有する

ための気運の醸成を図る。 

 

（６）改正労働者派遣法の円滑かつ着実な施行（一部再掲）  

９．２億円（５６百万円） 

改正労働者派遣法案が成立した場合には、日雇派遣の原則禁止や均衡待遇、労働契

約申込みみなし制度等について、円滑かつ着実に施行するための周知・指導を行う。

また、違法派遣の適正化を図るため、指導監督を徹底する。 

 

 

 

※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への保険給付 

等として 9,034億円（9,094億円）を計上。 

  



２４ 

 

 

 

 

 

（１）国際労働機関(ILO) 等を通じた国際協力等の推進   ４．３億円（１．８億円） 

Ｇ20サミット首脳声明、APEC首脳会議宣言等において合意された「社会セーフティ

ネット」構築の支援のため、我が国の蓄積する経験・知見を活用し、国際労働機関（ILO）

の専門性、ASEANのネットワーク等を活かした「アジア社会セーフティネット構築支援

プログラム（仮称）」構築を実施し、社会セーフティネット構築のためのアジア・太平

洋の域内協力体制の構築を、国際労働機関（ILO）等への拠出を通じて推進する。 

 

（２）外国人労働者問題等への適切な対応                 ３０億円（３６億円） 

①新たな技能実習制度の適切な実施              ４．３億円（５．３億円） 

監理団体及び実習実施機関に対する巡回指導の強化、技能実習生に対する母国語

相談の充実等により、適正で実効ある技能移転に向けて制度を実施する。また、労働

基準監督機関においても、技能実習生の労働条件の確保のための重点的な監督指導を

実施する。 

 

②外国人労働者問題等への適切な対応                  ２２億円（２７億円） 

増加する外国人労働者からの相談等に適切に対応するための体制を整備するとと

もに、外国人労働者の労働条件の確保等のため、的確な監督指導、関係機関との効

果的な連携等を推進する。 

 

③開発途上国の職業訓練指導員の能力向上に向けた支援（新規）           ３３百万円 

急速に工業化、グローバル化が進んでいる開発途上国における「人づくり」に協

力するため、開発途上国の在職職業訓練指導員を我が国の指導員訓練施設等に受け

入れ、能力向上のための訓練を実施する。 

 
 

各種施策の推進 

国際社会への貢献                 ３５億円（３８億円） 
 


